
１． まえがき

今般，足場等に関する労働安全衛生規則の改正

が行われ，平成２１年６月１日より施行に移されて

いる。今回の規則改正の主な趣旨は，足場等から

の墜落災害等の労働災害の発生防止対策の徹底を

図ることにある。

建設工事等で使用される足場や型枠支保工等の

仮設構造物およびその構成部材（以下「仮設機

材」という）は，墜落等の防止に大きな役割を担

う必要不可欠なものである。このような仮設機材

に関連して，今回の規則改正の趣旨を踏まえた考

え方を整理・要約すると，下記の３点に絞られ

る。

! 性能要件・構造要件を十分に満足した適切で

安全な仮設機材を製造すること。

" それらの仮設機材を正しく経年管理して，最

前線の現場に供給して行くこと。

# 現場にあっては，それらの機材を正しく設置

し，正しく使用すること。

したがって本稿においては，社団法人仮設工業

会の現在の取り組みについて，上記の３点に即し

て簡単に紹介させていただくこととする。

２． 仮設工業会の活動と現況

社団法人仮設工業会（以下「本会」という）

は，本部事務局を東京都港区に置き，東京試験所

（埼玉県所沢市）と大阪試験所（大阪府茨木市）

の二つの試験所を擁している。仮設機材に関わる

労働災害の防止と工事施工の円滑化に寄与するこ

とを目的として，１９６８（昭和４３）年に設立された。

本会の主たる業務は「仮設機材に関する安全」

に直結したものであり，その活動内容は，仮設機

材の構造基準，使用基準等の設定および周知，そ

れら仮設機材に関するさまざまな試験，また各種

仮設機材の認定などである。いずれも試験所にお

ける試験結果等，工学的・技術的な裏付けに基づ

く業務がベースとなっている。また，このような

本会の活動内容を補足・充実させる意味で，他に

も仮設機材に関連する教育研修，技術指導，さら

には図書出版や講習会の開催などの活動も積極的

に実施している。

本会の会員は，仮設機材の製造会社（第１種正

会員），仮設機材のリース・レンタル会社等（第

２種正会員），仮設機材センターを有する建設会

社等（賛助会員）の各企業で構成され，現在の会

員数は約３３０社である。

以下に，冒頭に掲げた三つの点に関連した，本

会の現在の取り組みについて概説する。
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３． 仮設工業会の取り組み（その１）
――安全な仮設機材の製造に関連して

「性能要件・構造要件を十分に満足した適切で

安全な仮設機材を製造すること」に関しての本会

の主たる活動としては，認定制度等に基づいた

種々の仮設機材の「認定」や「承認」がある。

! 認定制度に基づく仮設機材の認定

仮設機材に関しては，厚生労働大臣が定める規

格（以下「厚労省規格」という）および本会が定

める規格（以下「本会認定基準」という）とがあ

る。これらの認定規格の対象となる仮設機材に

は，厚労省規格に定めのある「パイプサポート」

「建わく」「交さ筋かい」等の１９品目の機材が，ま

た本会認定基準に定めのある「安全ネット」「メ

ッシュシート」「幅木」「鋼製脚立」等の３０品目の

機材とが挙げられる。

本会は，これらの機材に対して型式ごとに認定

を行い「認定合格証」を交付するとともに，個々

の製品には，刻印，シール等により所定の表示

（図―１参照）をして，本会の認定品であること

を証明している。この認定品に付される マー

ク（通称：まるかマーク）の有無が，関係者の間

では，安全で安心な仮設機材か否かの目安となっ

ている。

認定に当たっては，工場審査（品質管理状況

等）および製品抜取検査とを行い，抜取品は試験

所において厚労省規格または本会認定基準への適

合性の試験を行う。それらの結果を認定検査審査

委員会に諮って認定の可否が決定される。なお，

有効期間は１年であり，１年ごとに更新認定を受

け有効期間が更新される。平成２０年度は，申請メー

カー６４社の１，２６６代表型式の機材を認定した。

" 承認制度に基づく仮設機材の承認

さらに，システムとして組み立てられる仮設機

材に関しては，その安全性を確認するため，シス

テムおよびその構造部材等を対象に，工場調査，

部材試験および構造物試験を実施し，組立方法，

使用方法等を含めて安全性の確認を行っている。

これらの結果については，承認審査委員会に諮り

承認の可否が決定される。平成２０年度におけるシ

ステム承認は，１５社の２５件について行っている。

# 単品承認制度に基づく仮設機材の単品承認

また，厚労省規格や本会認定基準の定めのない

仮設機材に対しては，個々の機材ごとに，材料，

構造，性能等の具備すべき要件と試験方法を確定

したうえで，その安全性の試験を実施している。

書類審査，工場調査および試験結果とから安全性

を確認し，その結果を単品承認審査委員会に諮

り，単品承認の可否を決定している。認定品同様

に単品承認品である旨が機材に表示されている。

平成２０年度では，１５社の５７件の機材について単品

承認がなされている。

今年度に入ってからは，今回の規則改正を契機

として，各方面から要望のある「下さん」の単品

承認申請が多く，本年６月末の時点では，１７社の

３９代表型式の「下さん」が単品承認済みとなって

いる。

４． 仮設工業会の取り組み（その２）
――仮設機材の経年管理に関連して

「仮設機材を正しく経年管理して，最前線の現

場に供給して行くこと」に関した本会の活動とし

ては，経年仮設機材管理基準適用工場（以下「適

図―１ 認定合格証の所定の表示
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図―３ 適合整備済品の表示

用工場」という）の認定とそれに関連した活動を

挙げることができる。

仮設機材は，現場での使用状況や保管状態によ

り，破損・腐食・劣化等が生じることは避けられ

ない。したがって，仮設機材が製造段階で本来保

有していた安全性能等を維持するためには，使用

段階における適正管理が不可欠となる。本会で

は，使用段階にある仮設機材の安全性を確保する

ため，通達（基発第２２３号「経年仮設機材の管理

について」平成８年４月４日付）に基づいて，仮

設機材の選別，整備および修理を確実かつ適正に

行っている機材センターを「適用工場」として認

定している。適用工場には，登録工場（建設会社

等が管理する機材センター）と指定工場（リー

ス・レンタル会社および修理会社が管理する機材

センター）とがあり，その合計は全国で４１８セン

ターを数えている（図―２参照）。

適用工場認定の有効期間は３年であるが，有効

期間の更新に当たっては，社内管理規程の遵守状

況，仮設機材管理者および整備作業責任者の選任

と職務履行状況，機材整備用機械器具・設備の管

理状況，仮設機材の選別，整備，修理等の状況，

教育訓練実施状況等を書面審査および実地検査に

より調査し，適正な場合にのみ更新が行われる。

また，各適用工場には，日常的な整備状況が適切

であるか否かを判定するため，経年仮設機材の腐

食，変形等の状況および性能・強度を確認するた

めの性能試験が義務付けられている。

また，平成２１年４月からは，本会の認定を受け

た機材センターから出荷された仮設機材が，経年

仮設機材管理基準に適合した整備済品であること

を出荷伝票等に明記できるようにした「適用工場

整備済表示制度」をスタートさせ，適切な経年管

理の一層の徹底を図っている（図―３参照）。

５． 仮設工業会の取り組み（その３）
――現場における仮設機材の正しい設置に関連して

今回の規則改正では，足場等の組立て・変更時

等の点検に関しては，「法定の事項について点検

し，これを記録し，足場を使用する作業を行う仕

事が終了するまでの間，これを保存しなければな

らないこと」とされている。さらに，通達（基安

発第０４２４００１号「足場等からの墜落等に係る労働

災害防止対策の徹底について（要請）」平成２１年

４月２４日付）により「足場等の種類別点検チェッ

クリストの例」が示され，これを参考に各事業者

が使用する足場等の種類に応じたチェックリスト

を作成して点検を行うこととされている。

本会では，関係者の参考に資するため，「足場

点検表」を作成し，本会ホームページ（URL：http

//www/kasetsu.or.jp）上で公開している。この

点検表は，現場の状況に対応して，適宜，適切に

図―２ 適用工場表示看板
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改変しながら活用していただけるように工夫され

ており，多くの関係者の方々に活用していただけ

れば幸甚である。

６． 仮設工業会の取り組み（その４）
――その他の活動に関連して

前述した認定制度に関連した講習として「品質

管理責任者講習」と「試験機操作責任者講習」

を，また，適用工場制度に関連した講習として

「仮設機材管理者講習」「機材センター総合管理講

習」「整備作業責任者講習」を実施している。

さらに，労働安全衛生法第８８条第５項の規定に

基づく計画作成参画者の厚生労働大臣が定める研

修を「足場・型わく支保工」を対象として実施し

ている。この計画作成参画者研修の修了者で，足

場の組立て等作業主任者の資格を有している者

は，前述した今回の規則改正に規定された足場の

点検（強風，足場の組立て，変更時等の後に行わ

なければならない点検）の実施者になることがで

きるものである。

以上に述べたような講習会の受講者数は，平成

２０年度は延べ１，３３３人を数えている（写真―１参

照）。

東京と大阪の両試験所では，認定や承認に係る

試験のほか，新製品開発機材，経年仮設機材，そ

の他仮設機材の性能等の試験の依頼を受けて，安

全性に関する試験を実施しており，その件数は平

成２０年度は延べ１，０４７件であった。試験所におい

て行う試験は多種多様であるが，例えば，写真―

２，３に示すような試験を挙げることができる。

また，東京・大阪の両試験所内には各種仮設機

材の実物やパネル等の展示室を設けて，広く一般

に公開している。

さらに，本会の会員向けの会報誌「仮設機材マ

ンスリー」を毎月発行し，会員のみならず関係団

体，関係行政機関等にも配布している。今回の規

則改正に関係した事項に関しても，詳細かつ迅速

に役立つ関係情報を提供し，好評を得た。また，

本会が発行している「足場等の設計指針」，「くさ

び緊結式足場の技術基準」，「風荷重に対する安全

指針」等の書籍は，関係者には不可欠なバイブル

的な参考書となっている（写真―４参照）。

写真―１ 講習会

写真―２ 建わく圧縮試験 写真―３ 足場（４層１スパン）実大試験 写真―４ 関係図書
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